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オーストラリアレポート
オーストラリア経済と 豪州準備銀行の金利据え置きと住宅市場の動向
 豪州準備銀行（RBA）は政策金利を1.50％で据え置き。政策金利の据え置きは2016年9月以降、24会合連続。
 RBAの景気判断に変化はなし。RBAは2018年と2019年の豪州の実質GDP成長率は3％をわずかに上回ると予想。
 労働市場の先行きにも、RBAは楽観的な見通しを維持。RBAは今後2年間で失業率が5％近辺まで低下すると予想。
 豪州の住宅市場が軟調な中でも、居住目的の住宅ローンは堅調を維持。投資目的の住宅ローンが減速傾向。

（審査確認番号 2018 ‒ ＴＢ269）

図1：豪州の政策金利、インフレ率の推移豪州準備銀行（RBA）は政策金利を据え置き

豪州準備銀行（RBA）は10月2日の金融政策理事会で、

政策金利を1.50％で据え置く決定をしました（図1）。

RBAの政策金利の据え置きは2016年9月以降、24会合連

続となり、市場参加者の予想通りの結果となりました。

（出所）豪州準備銀行（RBA）、豪州政府統計局（ABS）
（期間）基調インフレ率：2009年1Q～2018年2Q

政策金利：2009年1月1日～2018年10月2日
（注）基調インフレ率は消費者物価指数（CPI）のトリム平均値と加重中

央値の平均により算出。

1/2

図2：豪州の住宅ローン残高の伸び率

RBAの景気・雇用見通しは引き続き楽観的

RBAの景気判断は前回会合から変化はみられませんでし

た。RBAでは引き続き、豪州の実質GDP成長率は2018年

と2019年に3％をわずかに上回ると予想しています。声

明文では、企業景況感の改善や非鉱業部門の設備投資の増

加、高水準の公共インフラ投資、資源輸出の拡大などが豪

州経済の下支え要因として指摘されています。

労働市場の先行きに関しても、RBAは楽観的な見通しを

維持しています。緩やかな低下基調にある豪州の失業率は、

直近2018年8月は5.3％と2012年11月以来の低水準にあ

ります。RBAでは、今後2年間にわたって失業率は5％近

辺まで緩やかな低下が進むと予想しています。

居住目的の住宅ローンは堅調を維持

足元で軟調な地合いにある豪州の住宅市場に関しては、

RBAは居住目的の住宅ローンは堅調を維持しているものの、

投資目的の住宅ローン需要が著しく減速している点を指摘

しています。実際、RBAの金融統計では、居住目的の住宅

ローンは前年比+7.5％と底堅い伸びが続いている一方、

融資規制の影響から投資目的の住宅ローンは前年比

+1.5％と伸び率の減速傾向が続いています（図2）。

一部銀行による住宅ローン金利の引き上げによって借入

環境は従来と比べて幾分引き締まりつつあるものの、全般

的には住宅ローン金利は依然として低い上に、信用度の高

い借り手に対する住宅ローンの激しい競争（金利低下圧

力）が続いている点にRBAは言及しています。
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